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（参照）アメリカの特許における発明の着想、実施、継続の立証方法としてのラボノート

について③ 

 

ラボノートは、研究の成果を正確に第三者に伝えるためにある。それでなければ証拠と

して意味はない。研究の経過の過程も詳細に分かりやすく記載しなければならない。成功

も失敗も洩れなく書く必要がある。それ故にその研究の成果を改ざんしてはならない。数

値を変えることは、もっての外である。自己の研究にとって都合の良い数字だけを示すこ

ともしてはならない。また、見栄えを良くするような画像を加工することもしてはならな

い。また研究の実験に失敗しても、その研究の価値を下げるものではない。成功に導くた

めに必要な過程であって、すべて忠実に継続的に残す必要がある。もし残さないと、なぜ

そのような着想になったかわからないこともある。もし研究の記録が途切れていれば、そ

の研究は中止されたものと考えられる。研究を中止することは問題ではない。ただし、中

止した結果まで記録として残すは必要があろう。また、その研究の業務に従事していない

ときは、その旨も残すことが望ましい。すなわち、ラボノートには継続した経過を正確に

記すことが求められる。 

研究の条件を変えれば、全く異なったものとして扱う必要がある。その結果を全く共通

のものとして扱ってはならない。要するに、事実を真摯にとらえて、忠実にノートに残さ

なければならない。そして、意図的に加工・選別されていない事実をノートに残すことに

意義がある。 
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